
広域リージョン連携宣言について
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広域リージョン連携に関する主な動き

石破総理（当時）の施政方針演説Ｒ７.１.24

地方創生2.0の第５の柱として、都道府県域を超えた広域連携の新たな枠組み「広
域リージョン連携」が打ち出された。

持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会Ｒ７.３.27

九州地域戦略会議共同議長として河野知事及び倉富前九経連会長が出席

九州地域戦略会議Ｒ７.５.28・29

広域リージョン連携の活用に関して意見交換

「地方創生２．０基本構想」閣議決定Ｒ７.６.13

「広域リージョン連携」が政策の５本の柱に位置付け

広域リージョン連携推進要綱の制定Ｒ７.９.２

（参考：地方創生2.0基本構想より抜粋）
地域における経済活動や人々の生活は、都道府県域、市町村域に限定されるものでは

なく、地域経済の成長につながる施策が面的に展開されていく状態を創出できるよう、
地方公共団体と企業や大学、研究機関などの多様な主体が広域的に連携しながら地方創
生2.0に取り組む「広域リージョン連携」を推進する。
そのため、既存の圏域を超える広域的なプロジェクトが効果的に行われるような枠組

みを整えた上で、省庁横断的に産業振興、観光政策、インフラ整備等の取組を進めてい
く。
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直面する様々な課題に対して、九州地域の

強みを活かし、官民が連携することにより、

日本の地方創生を九州が牽引する。

基本理念

重要な／横断的な視点と官民広域連携プロジェクト

◆ 九州創生に向けた官民共通の認識として「基本理念」「重要な視点」等を設定。

◆ 共通の認識の下、官民それぞれが取り組むとともに、官民連携により大きな効果

が見込まれるものは「官民広域連携プロジェクト」として重点的に実施。
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相互連携推進体制
各県・各経済団体をはじ

め、必要に応じて大学等関
係機関とも連携を図りなが
ら、取組を推進する。

現行アクションプランにおける取組も踏まえ、
「基本理念」、「重要な視点」及び「横断的視
点」の下、各県・各経済団体それぞれ取り組む。

Ⅴ

特に、官民が広域で連携することで、より大
きな効果が見込まれる取組については「官民広
域連携プロジェクト」として、重点的に実施

重 要 な 視 点 横断的な視点 官民広域連携プロジェクト

【ＱＸプロジェクト】

① 九州ベンチャー支援 PJ
② 新生シリコンアイランド九州 PJ
③ 子育てランド九州 PJ
④ 九州ＭａａＳ PJ
⑤ サイクルツーリズムの聖地・九州 PJ
⑥ 防災・減災対策高度化 PJ
⑦ 「九州の食」輸出促進 PJ
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